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1.  平成24年3月期第1四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第1四半期 6,501 △9.2 580 △31.1 534 △37.8 304 108.3
23年3月期第1四半期 7,160 20.5 842 △7.8 859 11.3 145 △65.8

（注）包括利益 24年3月期第1四半期 295百万円 （99.1％） 23年3月期第1四半期 148百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第1四半期 16.67 ―

23年3月期第1四半期 8.01 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第1四半期 20,922 3,335 15.9
23年3月期 21,654 3,222 14.8

（参考） 自己資本   24年3月期第1四半期  3,331百万円 23年3月期  3,214百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  

平成23年３月期の配当実績は、普通配当17.00円、30周年記念配当3.00円であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00

24年3月期 ―

24年3月期（予想） 0.00 ― 1.00 1.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,163 △9.1 64 △94.0 40 △96.1 22 △90.9 1.22
通期 24,237 △1.4 250 △46.3 206 △27.3 115 ― 6.31



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料P.7「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
・当社では、個人投資家の皆さま向けに適宜、事業・業績に関する説明会を開催しています。開催の予定等については、当社ホームページをご確認ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無

② ①以外の会計方針の変更   ：  無

③ 会計上の見積りの変更   ：  無

④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期1Q 18,504,000 株 23年3月期 18,504,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期1Q 269,168 株 23年3月期 269,168 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期1Q 18,234,832 株 23年3月期1Q 18,234,841 株
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当社の行う資格取得支援事業は、受講申込者に全額受講料をお支払いいただき（現金ベースの売
上）、当社はこれを一旦、前受金として貸借対照表・負債の部に計上しておきます。その後、教育サ
ービス提供期間に対応して、前受金が月ごとに売上に振り替えられます（発生ベースの売上）。損益
計算書に計上される売上高は発生ベースの売上高ですが、当社は経営管理上、現金ベースの売上高の
増加を重視しております。 
  
 当社グループの当第１四半期の業績は、東日本大震災の影響による大学の前期講義の開始が後ろ倒
しになったことで十分な営業活動ができないままスタートしたこと、及び消費マインドの低迷による
講座申込みの低迷により、前年同四半期に比べ大きく減少いたしました。また、未就職者問題の解決
を狙った制度改正が頓挫した公認会計士講座も、大手監査法人による早期退職勧奨が行われる等、不
透明な状況が続いており、前連結会計年度に引き続き申込みが低迷しております。一方で、公務員講
座（国家総合職・外務専門職）や米国公認会計士講座は前年を上回る売上を確保し、健闘しておりま
す。メディア別では、教室系講座が前年同期比13.5％減、通信講座は全体では同7.6％減と落ち込ん
だものの、ダウンロード通信・Ｗｅｂ通信講座がそれぞれ同15.0％増、同28.5％増となり、モバイル
学習需要に顕著な変化が表れております。 
 前受金については、当第１四半期の現金ベース売上高が低迷しているため、前受金戻入額が前受金
繰入額を大きく上回り、正味で14億９千８百万円（同4.4％減）も発生ベース売上高を押し上げまし
た。これらの結果、現金ベース売上高50億３百万円（同10.6％減）に対して、発生ベース売上高（連
結損益計算書上の売上高）は65億１百万円（同9.2％減）となりました。 
 コストについては、売上原価が37億９千３百万円（同8.3％減）となりました。このうち人件費
（講師料等）は同2.8％減、教材制作のための外注費が同22.1％減、賃借料が同6.0％減となっており
ます。販売費及び一般管理費は21億８千９百万円（同2.8％減）となりました。以上の結果、当第１
四半期の連結営業利益は５億８千万円（同31.1％減）となりました。 
 営業外損益については、前年同期に投資有価証券運用益を２千４百万円計上しておりましたが、欧
州の金融不安による債券価格の下落及び為替相場の円高傾向が継続していることから、当第１四半期
は３千５百万円の投資有価証券運用損を計上いたしました。この結果、連結経常利益は５億３千４百
万円（同37.8％減）となりました。 
 また、特別損失として、高田馬場校の閉鎖に伴うリース契約に係る賃貸借契約解約損等を２百万円
計上した結果、連結四半期純利益は３億４百万円（同108.3％増）となりました。 
  

当社グループの四半期毎の業績については次のような特徴をもっております。当社が扱う主な資格
講座の本試験は、第２四半期（７月～９月）及び第３四半期（10月～12月）に集中しております。特
に公認会計士・税理士講座等の主力講座においては、第２・第３四半期は試験が終了した直後で、翌
年受験のために新たに申し込まれる時期にあたり、第４四半期（１月～３月）及び第１四半期（４月
～６月）は全コースが出揃う時期にあたります。そこで第２・第３四半期は、現金売上及び売掛金売
上は多いものの受講期間に応じて前受金に振り替えられ、一方経費は毎月一定額計上されますので売
上総利益率は減少する傾向となります。これに対して第４・第１四半期はこれらの前受金が各月に売
上高に振り替えられる期になるため売上総利益率は増加する傾向となります。 
 当社グループの前四半期毎及び当四半期毎の業績推移は次のとおりであります。 
  

 
  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

① 当第１四半期の概況

前第１四半期

(平成22年４月～６月)

前第２四半期

(平成22年７月～９月)

前第３四半期

(平成22年10月～12月)

前第４四半期

(平成23年１月～３月)

合計

(平成23年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 5,594 116.5 7,450 99.4 5,570 92.0 4,920 85.6 23,535 97.7

前受金調整額 1,566 137.4 △1,235 67.7 △139 177.8 847 128.5 1,039 －

前受金調整後売上高 7,160 29.1 120.5 6,215 25.3 109.6 5,431 22.1 90.9 5,768 23.5 90.1 24,575 100.0 102.4

売上総利益 3,094 43.2 111.2 2,385 38.4 114.2 1,674 30.8 83.6 2,094 36.3 87.7 9,249 37.6 99.8

営業利益 842 11.8 92.2 217 3.5 － △565 △10.4 154.5 △28 △0.5 － 465 1.9 74.7

経常利益 859 12.0 111.3 188 3.0 － △771 △14.2 195.0 6 0.1 3.8 283 1.2 64.0

当期(四半期)純利益 145 2.0 34.2 97 1.6 － △466 △8.6 180.6 △21 △0.4 － △244 △1.0 －

１株当たり当期 

(四半期)純利益

円

8.01
円

5.33
円

△25.57
円

△1.16
円

△13.38
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(注) 1. 売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。 

2. 売上高以外の欄の構成比は、それぞれ売上高利益率であります。 

  

当第１四半期における当社グループの各セグメントの業績（現金ベース売上高）及び概況は、次の
とおりであります。なお、当社ではセグメント情報に関して「セグメント情報等の開示に関する会計
基準」等の適用によりマネジメント・アプローチを採用し、下記の数表における売上高を、当社グル
ープの経営意思決定に即した”現金ベース”（前受金調整前）売上高で表示しております。現金ベー
ス売上高は、四半期連結損益計算書の売上高とは異なりますので、ご注意ください。詳細につきまし
ては、P.12「セグメント情報等」をご覧ください。 
  

 
(注) 1. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

2. 全社又は消去欄にはセグメント間取引を含めて記載しております。 

  

個人教育事業 

消費マインド低迷を受け、売上低調。 

個人教育事業は、東日本大震災後の消費マインドの低迷を受け、現金ベース売上高が低調に推移しま
した。本試験の難化がやや解消した簿記検定講座が前年同期比4.3％減、税理士講座が同2.1％減であっ
たほか、公務員（国家一般職・地方上級）講座は同1.8％減にとどまりました。一方、日本での受験が
可能になった米国公認会計士講座が同2.9％増と堅調に推移しました。制度改正が頓挫した公認会計士
講座は先行き不透明感から、同21.1％減と大幅な減少が続いております。以上の結果、個人教育事業の
現金ベース売上高は33億９千５百万円（同11.4％減）となりました。これに対して、講師料、教材制作
のための外注費、賃借料等の営業費用は同8.3％減少しましたが、現金ベースの営業損失は８億８千５
百万円（前年同期は８億３千５百万円の営業損失）となりました。しかし、第１四半期は前受金の戻入
れが多い四半期であり、前受金調整額は13億７千６百万円（同3.7％減）となったため、発生ベースの
営業利益は４億９千１百万円（同17.2％減）となりました。 

当第１四半期

(平成23年４月～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

前受金調整前売上高 5,003 89.4

前受金調整額 1,498 95.6

前受金調整後売上高 6,501 － 90.8

売上総利益 2,769 42.6 89.5

営業利益 580 8.9 68.9

経常利益 534 8.2 62.2

当期(四半期)純利益 304 4.7 208.3

１株当たり当期 

(四半期)純利益

円

16.67

② 各セグメントの業績推移

各セグメントの 
現金ベース売上高

前第１四半期 当第１四半期

構成比 前年同期比 構成比 前年同期比
百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

個人教育事業 3,832 68.5 113.4 3,395 67.9 88.6

法人研修事業 1,227 21.9 117.7 1,124 22.5 91.6

出版事業 450 8.1 167.5 406 8.1 90.2

人材事業 88 1.6 77.8 86 1.7 98.1

全社又は消去 △5 △0.1 119.2 △10 △0.2 178.6

合  計 5,594 100.0 116.5 5,003 100.0 89.4
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(注) 1. 売上高欄（現金ベース又は発生ベース）の構成比は、年間売上高比率であります。 

2. 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。 
3. 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。 
  
法人研修事業 

企業研修・大学内セミナーが減速、コンテンツ提供・委託訓練が健闘。 
東日本大震災の影響により、企業研修が取り止め・後ろ倒しになる傾向が一部に出ており、企業研

修は前年同期比17.8％減と低迷しました。簿記・会計系研修は同17.5％減、FP研修は同21.7％減、証
券アナリスト研修は同10.2％減、ビジネススクール研修は同16.3％減、情報処理研修は同26.0％減と
なりました。一方、CompTIA研修は同16.1％増と堅調であります。また、震災の影響で入学式の取り
止め・前期講義の開始が遅れた大学が多く、大学内セミナーの売上高は同16.1％減と、３月中の営業
活動が十分にできなかった影響が出てきております。これらに対して、専門学校に対するコンテンツ
提供は同32.4％増、自治体からの委託訓練が同42.0％増、提携校事業が同2.1％増と好調に推移して
おり、大都市圏に比べて地方の公共・学校マーケットは堅調であります。また、税務申告ソフト「魔
法陣」事業は同21.4％減と低迷しました。これらの結果、法人研修事業の現金ベース売上高は11億２
千４百万円（同8.4％減）、現金ベースの営業利益は２億３千４百万円（同26.5％減）となりまし
た。また、前受金調整額が１億２千１百万円増収に寄与し、発生ベースの営業利益は３億５千６百万
円（同21.9％減）となりました。 

   

 
(注) 1. 売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。 

2. 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。 
3. 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。 

前第１四半期

(平成22年４～６月)

前第２四半期

(平成22年７～９月)

前第３四半期

(平成22年10～12月)

前第４四半期

(平成23年１～３月)

合計

(平成23年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 3,832 23.4 113.4 5,441 33.3 96.9 3,770 23.1 92.8 3,301 20.2 84.5 16,346 100.0 96.3

営業費用 4,668 121.8 130.5 4,343 79.8 107.6 4,196 111.3 96.0 4,114 124.6 93.3 17,322 106.0 105.7

営業利益(現金ベース) △835 △21.8 421.3 1,097 20.2 69.4 △425 △11.3 138.9 △812 △24.6 162.0 △976 △6.0 －

前受金調整額 1,428 27.2 140.3 △1,090 △25.1 66.0 △132 △3.7 170.4 774 19.0 128.1 979 5.7 －

売上高(発生ベース) 5,261 30.4 119.6 4,350 25.1 109.7 3,637 21.0 91.2 4,076 23.5 90.4 17,326 100.0 102.8

営業利益(発生ベース) 593 11.3 72.4 7 0.2 － △558 △15.4 145.3 △38 △0.9 － 3 0.0 0.8

当第１四半期

(平成23年４～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 3,395 － 88.6

営業費用 4,280 126.1 91.7

営業利益(現金ベース) △885 △26.1 106.0

前受金調整額 1,376 28.8 96.3

売上高(発生ベース) 4,771 100.0 90.7

営業利益(発生ベース) 491 10.3 82.8

前第１四半期

(平成22年４～６月)

前第２四半期

(平成22年７～９月)

前第３四半期

(平成22年10～12月)

前第４四半期

(平成23年１～３月)

合計

(平成23年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,227 27.1 117.7 1,345 29.7 100.8 1,096 24.2 94.7 861 19.0 86.9 4,531 100.0 100.1

営業費用 908 74.0 114.3 872 64.8 112.5 879 80.2 109.1 733 85.1 93.9 3,393 74.9 107.5

営業利益(現金ベース) 319 26.0 128.7 473 35.2 84.5 216 19.3 61.7 128 14.9 60.9 1,137 25.1 83.0

前受金調整額 137 10.1 113.1 △144 △12.1 83.3 △6 △0.6 － 72 7.8 127.7 59 1.3 －

売上高(発生ベース) 1,365 29.7 117.2 1,201 26.2 103.4 1,089 23.7 94.2 933 20.3 89.1 4,590 100.0 101.3

営業利益(発生ベース) 457 33.5 123.6 328 27.3 85.1 210 19.3 60.0 200 21.5 75.1 1,196 26.1 87.1

当第１四半期

(平成23年４～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 1,124 － 91.6

営業費用 889 79.1 97.9

営業利益(現金ベース) 234 20.9 73.5

前受金調整額 121 9.8 88.7

売上高(発生ベース) 1,246 100.0 91.3

営業利益(発生ベース) 356 28.6 78.1
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出版事業 

Ｗ出版の出荷が減速、営業費用かさみ減益 
当社グループの出版事業は、当社が展開する「ＴＡＣ出版」ブランド及び子会社の株式会社早稲田

経営出版が展開する「Ｗセミナー」ブランド（以下、「Ｗ出版」という。）の２本立てで進めており
ます。当第１四半期においては、ＴＡＣ出版売上は堅調に推移しましたが、Ｗ出版の出荷が減速した
ため、売上高が４億６百万円（前年同期比9.8％減）と低迷しました。また、営業費用については業
務委託費の増加により前年同期を上回る２億９千２百万円となり、営業利益は１億１千４百万円（同
34.9％減）となりました。 

 
  

 
(注) 1. 売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。 

2. 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。 

3. 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。 

  

人材事業 

売上低迷長引くが、コスト削減により赤字幅縮小 
人材事業は事業環境の悪化が続いており、法人税確定申告時期の会計事務所向け派遣等の需要は低

迷し、人材派遣売上は大きく減少しました。一方、求人広告売上及び人材紹介売上は前年同期を上回
っており、人材事業の売上高は８千６百万円（前年同期比1.9％減）となりました。一方、前連結会
計年度から進めているコスト削減の結果営業費用は減少し、営業損失は９百万円（前年同期は２千１
百万円の営業損失）と赤字幅が縮小いたしました。  

 

前第１四半期

(平成22年４～６月)

前第２四半期

(平成22年７～９月)

前第３四半期

(平成22年10～12月)

前第４四半期

(平成23年１～３月)

合計

(平成23年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 450 20.0 167.5 526 23.3 134.9 608 27.0 84.5 671 29.7 90.0 2,257 100.0 106.2

営業費用 275 61.0 136.9 340 64.7 80.4 483 79.4 68.7 470 70.0 74.1 1,569 69.5 80.0

営業利益(現金ベース) 175 39.0 257.3 185 35.3 125 20.6 746.7 201 30.0 181.1 688 30.5 422.7

前受金調整額 － － － － － － － － － － － － － － －

売上高(発生ベース) 450 20.0 167.5 526 23.3 134.9 608 27.0 84.5 671 29.8 90.0 2,257 100.0 105.2

営業利益(発生ベース) 175 39.0 257.3 185 35.3 － 125 20.6 746.7 201 30.0 181.1 688 30.5 422.7

当第１四半期

(平成23年４～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 406 － 90.2

営業費用 292 71.9 106.3

営業利益(現金ベース) 114 28.1 65.1

前受金調整額 － － －

売上高(発生ベース) 406 100.0 90.2

営業利益(発生ベース) 114 28.1 65.1

前第１四半期

(平成22年４～６月)

前第２四半期

(平成22年７～９月)

前第３四半期

(平成22年10～12月)

前第４四半期

(平成23年１～３月)

合計

(平成23年３月期)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 88 19.8 77.8 152 34.2 98.0 113 25.4 92.1 91 20.6 86.3 444 100.0 89.5

営業費用 109 124.3 77.2 113 74.8 82.7 96 85.0 85.6 90 98.6 76.5 409 92.1 80.4

営業利益(現金ベース) △21 △24.3 74.9 38 25.2 215.8 17 15.0 162.7 1 1.4 － 35 7.9 －

前受金調整額 － － － － － － － － － 0 1.0 － 0 0.2 －

売上高(発生ベース) 88 19.8 77.8 152 34.1 98.0 113 25.3 92.1 92 20.8 88.2 445 100.0 93.7

営業利益(発生ベース) △21 △24.3 74.9 38 25.2 215.8 17 15.0 162.7 2 2.4 36 8.1 －

当第１四半期

(平成23年４～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

売上高(現金ベース) 86 － 98.1

営業費用 96 111.0 87.6

営業利益(現金ベース) △9 △11.0 44.5

前受金調整額 － － －

売上高(発生ベース) 86 100.0 98.1

営業利益(発生ベース) △9 △11.0 44.5
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(注) 1. 売上高欄の構成比は、年間売上高比率であります。 

2. 営業費用及び営業利益の各欄における構成比は、各売上高比率であります。 

3. 営業費用及び営業利益の各欄の数値は、配賦不能営業費用を含めず算出しております。 

  

当社グループの各事業分野の業績及び概況は、次のとおりであります。 

 
  

 
(注) 1. 各四半期の年間比は各分野の年間売上高比率であります。 

2. 期末の構成比は年間売上高比率であります。 

3． 当第１四半期の構成比は各分野の売上高比率であります。 

  

財務・会計分野 

公認会計士試験合格者の未就職者問題を解決するために議論されていた公認会計士試験制度の改正
案は廃案となり、現行制度のまま当面残ることとされております。金融庁は当面1,500～2,000人の合
格者数が適当であるとしており、比較的短期間のうちに未就職者問題が解決する見込みは薄いと考え
られます。こうしたなか、５月の短答式試験の合格率は3.5％（前年同期は4.6％）と引下げられ、論
文式試験受験者予定者数も5,512人から4,632人に減少しております。 
こうした不透明な状況下で、当社の公認会計士講座は前連結会計年度から継続して売上が大きく減

少してきております。短答式試験の難化により再受験者向けの上級コースは比較的好調でしたが、新
規学習者向けの入門コースは大きく減少しており、当第１四半期の現金ベース売上高は前年同期比
21.1％減となりました。 
簿記検定講座は、日商簿記３級及び２級の６月期本試験受験者数が、震災の影響で18.8万人に減少

（前年同期は23.3万人。19.1％減）する等、マーケット環境に大きな影響がありました。難化が続い
た試験傾向は通常に戻り、受講申込みや進級も底堅く推移したため、同講座の現金ベース売上高は同
4.3％減にとどまりました。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同17.3％減となりまし
た。 

経営・税務分野 

税理士講座については、安定的であるものの徐々に減少傾向は変わらず、当第１四半期の現金ベー
ス売上高は同2.1％減となりました。社会人に強い支持を受けている中小企業診断士講座も消費マイ
ンドの低迷により、現金ベース売上高は同5.3％減となりました。以上の結果、当分野の売上高（発
生ベース）は同3.2％減となりました。 

金融・不動産分野 

不動産鑑定士講座は売上が大きく落ち込み現金ベース売上高が同21.9％減となるとともに、宅建主
任者講座も同7.1％減にとどまっております。FP講座は同12.2％減、証券アナリスト講座は同11.7％
減、企業研修中心のビジネススクール講座も同19.8％減と、金融系資格も全般に縮小が続いておりま
す。以上の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同9.2％減となりました。 

③ 最近における四半期毎の事業分野別の売上高概況

事業分野

前第１四半期

(平成22年４～６月)

前第２四半期

(平成22年７～９月)

前第３四半期

(平成22年10～12月)

前第４四半期

(平成23年１～３月)

合計

(平成23年３月期)

年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 年間比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

財務・会計分野 1,672 28.2 91.0 1,594 26.9 98.6 1,350 22.8 81.4 1,302 22.0 81.7 5,919 24.1 88.3

経営・税務分野 1,641 30.7 100.9 1,188 22.2 104.1 1,115 20.9 99.5 1,403 26.2 96.5 5,349 21.8 100.1

金融・不動産分野 697 27.7 109.8 743 29.5 96.6 586 23.3 102.5 492 19.5 92.7 2,520 10.3 100.5

法律分野 771 28.5 586.5 546 20.2 257.7 687 25.4 118.5 700 25.9 115.6 2,705 11.0 176.9

公務員・労務分野 1,315 28.2 153.6 1,166 25.0 137.7 992 21.3 108.0 1,191 25.5 107.6 4,664 19.0 125.1

情報・国際分野 479 27.6 84.3 504 29.1 96.5 367 21.2 90.2 382 22.0 85.9 1,734 7.0 89.2

その他 583 34.7 204.7 470 28.0 84.5 330 19.7 46.1 296 17.6 44.4 1,681 6.8 75.5

合計 7,160 29.1 120.5 6,215 25.3 109.6 5,431 22.1 90.9 5,768 23.5 90.1 24,575 100.0 102.4

事業分野

当第１四半期

(平成23年４～６月)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

財務・会計分野 1,383 21.3 82.7

経営・税務分野 1,588 24.4 96.8

金融・不動産分野 633 9.7 90.8

法律分野 737 11.3 95.6

公務員・労務分野 1,441 22.2 109.6

情報・国際分野 414 6.4 86.5

その他 303 4.7 52.0

合計 6,501 100.0 90.8
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法律分野 

司法試験講座の現金ベース売上高は同30.0％減、前連結会計年度に好調だった司法書士講座は申込
みが一服し同24.5％減、行政書士講座も同17.1％減となり、Ｗセミナー系法律講座は低調でした。弁
理士講座は微減にとどまり、通関士講座は前年を上回る売上を確保しました。以上の結果、当分野の
売上高（現金ベース）は同20.7％減と落ち込みましたが、司法書士講座の前受金戻入れにより発生ベ
ースの売上高は同4.4％減にとどまりました。 

公務員・労務分野 

景気低迷に強い公務員講座・社会保険労務士講座も全般的な消費マインドの低下には抗えず、社会
保険労務士講座の現金ベース売上高は同8.8％減、公務員（国家総合職・外務専門職）講座は前年並
みを確保したものの、公務員（国家一般職・地方上級）講座は同1.8％減にとどまりました。一方、
両公務員講座は前連結会計年度に好調だったため前受金戻入れが大きく、当分野の売上高（発生ベー
ス）は同9.6％増となりました。 

情報・国際分野 

情報処理講座は、企業研修の取り止め・後ろ倒しの影響を大きく受けて、現金ベース売上高が同
17.3％減となりました。日本受験が可能になった米国公認会計士講座は顧客の関心も高く、同2.9％
増と堅調に推移しました。公認内部監査人（ＣＩＡ）講座は、同44.4％減と低迷しております。以上
の結果、当分野の売上高（発生ベース）は同13.5％減となりました。  

その他 

人材子会社ＴＡＣプロフェッションバンクが行う人材ビジネスについては、人材派遣が低迷し、売
上高（連結修正前）は前年同期比微減となりました。税務申告ソフト「魔法陣」の売上高は同21.4％
減にとどまりました。また、Ｗセミナー事業の統合による前受金戻入はほぼ終了に近づき、前年同期
よりも２億４千３百万円減少した結果、当分野の売上高（発生ベース）は同48.0％減となりました。
  

当第１四半期においては、個人受講者・法人受講者ともに前年同四半期比で減少し、合計72,412人
（同5,677人減、92.7％）となりました。とりわけ東日本大震災の影響で入学式の取り止めや前期講
義の開始が後ろ倒しになる等の影響が出た大学が多く、個人受講者を十分に取込むことができません
でした。このため、個人受講者は53,005人（同5,118人減、91.2％）と低迷しました。法人受講者
は、一部研修の取り止め等もありましたが、相対的には底堅く推移し、19,407人（同559人減、
97.2％）となりました。 
 講座別には、公認会計士講座が同43.6％減、不動産鑑定士講座が同24.1％減、情報処理講座が同
29.9％減となった反面、宅建主任者講座が同25.4％増、弁理士講座が同27.7％増、社会保険労務士講
座が同7.4％増となりました。また、法人受講者のうち、通信受講型研修は同7.7％減、大学内セミナ
ーは同5.6％減、提携校は横ばいとなり、自治体の雇用対策のための委託訓練が倍増いたしました。 

④ 受講者数の推移

個人受講者数 法人受講者数 合計
前連結会計年度

比増減
年間伸び率

人 人 人 人 ％
平成14年３月期 105,217 36,542 141,759 ＋19,361 115.8

平成15年３月期 114,244 33,433 147,677 ＋ 5,918 104.2

平成16年３月期 123,909 39,550 163,459 ＋15,782 110.7

平成17年３月期 120,962 42,507 163,469 ＋  10 100.0

平成18年３月期 135,205 45,598 180,803 ＋17,334 110.6

平成19年３月期 132,755 47,780 180,535 △  268 99.9

平成20年３月期 131,513 50,879 182,392 ＋ 1,857 101.0

平成21年３月期 134,683 51,603 186,286 ＋ 3,894 102.1

平成22年３月期 167,730 52,593 220,323 ＋34,037 118.3

平成23年３月期 163,151 53,867 217,018 △3,305 98.5

10年間累計 

(個人法人比率)
1,329,369
(74.5％)

454,352
(25.5％)

1,783,721
(100.0％)

―
―

―
―

当第１四半期 
(平成23年４月～６月) 
[前年同期比]

53,005

[91.2％]

19,407

[97.2％]

72,412

[92.7％]
△5,677 92.7％

前第１四半期 
(平成22年４月～６月) 
[前年同期比]

58,123

[123.3％]

19,966

[98.0％]

78,089

[115.7％]
＋10,578 115.7％
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当第１四半期末の財政状態は、純資産（少数株主持分を除く）が33億３千５百万円（前年同四半期比
４億６千２百万円減）、総資産が209億２千２百万円（同７億６千６百万円減）となりました。連結
上、増加した主なものは、現金及び預金が同４億７千１百万円、棚卸資産が同１億２千万円、長期借入
金（１年以内返済予定長期借入金を含む）が同24億２千２百万円等であります。減少した主なものは、
売掛金が同２億３千７百万円、受講料保全信託受益権が同４億７千４百万円、有形固定資産が同１億９
千１百万円、のれんが同１億３千１百万円、差入保証金が同３億４百万円、短期借入金が同14億３千万
円、前受金が同10億３千万円等であります。 
  

 
  

 
(注) 有利子負債はリース債務を含んでおりません。 

  

当社が取り扱う資格講座の本試験は７月から８月に実施されるものが多く、当社の業績予想に関して
は８月以降の次年度向けコースの申込状況を見たうえで判断する必要があります。当連結会計年度の業
績予想につきましては、これらを精査のうえ適時開示してまいります。現段階では平成23年５月13日発
表の業績予想数値を修正しておりません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報

前第１四半期

(平成22年６月末)

前第２四半期

(平成22年９月末)

前第３四半期

(平成22年12月末)

前第４四半期

(平成23年３月末)

構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比 構成比 前年比

百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ ％

総資産 21,688 100.0 119.6 22,244 100.0 104.6 20,525 100.0 98.0 21,654 100.0 105.9

有利子負債 6,530 30.1 133.3 5,810 26.1 135.6 4,850 23.6 104.9 6,688 30.9 147.8

前受金 7,604 35.1 116.9 8,901 40.0 90.0 9,024 44.0 90.9 8,073 37.3 87.9

自己資本 3,793 17.5 87.4 3,887 17.5 90.8 3,248 15.8 84.0 3,214 14.8 84.6

１株当たり純資産
円 円 円 円

208.04 213.18 178.15 176.29

当第１四半期

(平成23年６月末)

構成比 前年比

百万円 ％ ％

総資産 20,922 100.0 96.5

有利子負債 7,522 36.0 115.2

前受金 6,573 31.4 86.4

自己資本 3,331 15.9 87.8

１株当たり純資産
円

182.68

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２．サマリー情報(その他)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,046,835 2,900,389

受取手形及び売掛金 2,165,176 2,250,074

有価証券 170,412 170,020

商品及び製品 601,367 548,986

仕掛品 635 6,514

原材料及び貯蔵品 333,956 318,626

前払費用 356,956 523,065

繰延税金資産 550,833 468,521

受講料保全信託受益権 4,350,262 3,621,359

その他 210,315 17,669

貸倒引当金 △4,238 △3,744

流動資産合計 11,782,513 10,821,484

固定資産

有形固定資産 1,989,591 1,925,750

無形固定資産

のれん 186,424 153,526

その他 207,412 216,401

無形固定資産合計 393,836 369,927

投資その他の資産

投資有価証券 930,543 1,178,667

繰延税金資産 437,414 458,025

長期預金 400,000 400,000

差入保証金 4,767,579 4,815,305

保険積立金 934,837 935,210

その他 58,950 57,320

貸倒引当金 △40,420 △39,320

投資その他の資産合計 7,488,905 7,805,209

固定資産合計 9,872,333 10,100,886

資産合計 21,654,846 20,922,370
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 503,046 424,439

短期借入金 2,800,000 3,900,000

1年内返済予定の長期借入金 1,063,556 1,063,556

未払金 509,489 432,262

未払費用 1,006,902 880,367

未払法人税等 130,389 183,014

返品調整引当金 346,567 285,048

返品廃棄損失引当金 113,698 96,045

賞与引当金 62,229 29,006

資産除去債務 37,175 33,490

前受金 8,073,500 6,573,518

その他 174,674 315,694

流動負債合計 14,821,229 14,216,442

固定負債

長期借入金 2,824,814 2,558,925

役員退職慰労未払金 120,702 120,702

資産除去債務 658,282 664,818

その他 7,109 25,806

固定負債合計 3,610,907 3,370,252

負債合計 18,432,137 17,586,695

純資産の部

株主資本

資本金 940,200 940,200

資本剰余金 790,547 790,547

利益剰余金 1,612,495 1,734,206

自己株式 △100,133 △100,133

株主資本合計 3,243,109 3,364,820

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △28,402 △33,769

その他の包括利益累計額合計 △28,402 △33,769

少数株主持分 8,001 4,623

純資産合計 3,222,709 3,335,675

負債純資産合計 21,654,846 20,922,370
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

 第１四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

売上高 7,160,415 6,501,274

売上原価 4,134,749 3,793,389

売上総利益 3,025,665 2,707,884

返品調整引当金戻入額 387,252 346,567

返品調整引当金繰入額 318,556 285,048

差引売上総利益 3,094,361 2,769,404

販売費及び一般管理費 2,251,641 2,189,020

営業利益 842,720 580,384

営業外収益

受取利息 460 120

投資有価証券運用益 24,958 －

貸倒引当金戻入額 － 1,594

その他 1,344 635

営業外収益合計 26,763 2,349

営業外費用

支払利息 8,663 11,454

投資有価証券運用損 － 35,994

その他 1,058 349

営業外費用合計 9,722 47,798

経常利益 859,761 534,935

特別損失

固定資産除売却損 1,749 15

減損損失 1,631 －

拠点統合損失 71,193 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 518,062 －

賃貸借契約解約損 － 2,607

特別損失合計 592,636 2,622

税金等調整前四半期純利益 267,125 532,312

法人税、住民税及び事業税 310,073 166,248

法人税等調整額 △188,824 65,382

法人税等合計 121,249 231,630

少数株主損益調整前四半期純利益 145,875 300,681

少数株主損失（△） △112 △3,377

四半期純利益 145,988 304,059
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四半期連結包括利益計算書

 第１四半期連結累計期間

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 145,875 300,681

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,420 △5,367

その他の包括利益合計 2,420 △5,367

四半期包括利益 148,296 295,314

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 148,409 298,692

少数株主に係る四半期包括利益 △112 △3,377
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該当事項はありません。  

  

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

 
（注）当社は、個人教育事業及び法人研修事業の一部において、経営管理上、前受金調整前（現金ベー

ス）の売上高を重視しております。したがって、報告セグメントの売上高及びセグメント利益又は損

失は、前受金調整前（現金ベース）の売上高及び営業利益又は損失としております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

（単位：千円）

 
（注）１．前受金調整額は、前受金調整前（現金ベース）の売上高を発生ベース（四半期連結損益計算書）の売上高

に修正するための項目であります。 

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

報告セグメント

合計
個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

 売上高

 外部顧客への売上高 3,832,443 1,227,906 450,883 82,803 5,594,036

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高

320 － － 5,447 5,767

計 3,832,763 1,227,906 450,883 88,251 5,599,804

 セグメント利益又は損失(△) △835,317 319,603 175,776 △21,453 △361,390

利   益 金   額

報告セグメント計 △361,390

セグメント間取引消去 △1,796

全社費用 △360,471

前受金調整額 1,566,378

四半期連結損益計算書の営業利益 842,720
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）当社は、個人教育事業及び法人研修事業の一部において、経営管理上、前受金調整前（現金ベー

ス）の売上高を重視しております。したがって、報告セグメントの売上高及びセグメント利益又は損

失は、前受金調整前（現金ベース）の売上高及び営業利益又は損失としております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

（単位：千円）

 
（注）１．前受金調整額は、前受金調整前（現金ベース）の売上高を発生ベース（四半期連結損益計算書）の売上高

に修正するための項目であります。 

２．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

報告セグメント

合計
個人教育事業 法人研修事業 出版事業 人材事業

 売上高

 外部顧客への売上高 3,395,331 1,124,513 406,715 76,522 5,003,083

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高

247 － － 10,053 10,301

計 3,395,579 1,124,513 406,715 86,576 5,013,385

 セグメント利益又は損失(△) △885,047 234,997 114,366 △9,554 △545,237

利   益 金   額

報告セグメント計 △545,237

全社費用 △372,569

前受金調整額 1,498,190

四半期連結損益計算書の営業利益 580,384

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）重要な後発事象
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